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パート１
認知症パンデミック



有病率
１５％
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2040年認知症950万人

認知症パンデミック時代



認知症パンデミック

•認知症
• 2025年、認知症有病率は15％か
ら20.6％に上昇

• 理由は糖尿病の増加
• 2025年700万人

• 65歳以上の5人に一人が認知症
• 2040年950万人、５人１人が認知症

•認知症ドライバー

1万人

•行方不明3年連続

1万人ごえ
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保護されても身元わからず。

認知症で徘徊、踏み切り事故
家族に賠償請求



４００万
人



なぜ女性に認知症は
多い？



なぜ女性に認知症は多い？
• 女性は平均寿命が長いから

• 加齢は認知症の発症リスクの一つであるので、長生きの女
性は自ずと認知症の人が増加する

• 男は認知症になる前に死んでしまう！
• 「長生きは認知症のもと」

• 閉経の問題もある
• 認知症（アルツハイマー病）の発症には女性ホルモンが密
接に関わっていると言われている

• 女性は閉経とともに急激な女性ホルモンの低下が起こるこ
の急激な低下が将来の認知症発症に繋がっている。

• 遺伝子の問題もある
• 女性のアルツハイマー患者に特徴的なリスクとなる遺伝子
が見つかっている



パート２
認知症国家戦略

認知症施策推進関係閣僚会議





イギリスの認知症
国家戦略

日本のオレンジプランは英国がお手本



２０１５年８月２９日～９月６日
イギリス、デンマーク視察



英国の認知症国家戦略
•２００９年２月「認知症とともに良き生活（人
生）を送る：認知症国家戦略」

• Living with Dementia:A National Dementia Strategy 
2009~2014

•５つの目標（２００９年）
• １ 早期の診断・支援のための体制整備

• ２ 総合病院における認知症対応の改善

• ３ 介護施設における認知症対応の改善

• ４ ケアラー支援の強化

• ５ 抗精神病薬使用の低減



１ 早期の診断・支援のための体制整備

•プライマリケア（家庭医、GP)センターにおけ
る早期診断と早期支援の推進

•認知症診断率
• 疫学調査をもともに地域別の認知症の推定患者数を
分母に、認知症と診断された人の数を分子にとり、
地域別認知症診断率を把握する

• 地域ごとに大きなバラツキがあった

•早期診断と早期支援プログラムの推進



Prime Minister’s 
challenge on Dementia 

(2012）

“there will be a quantified ambition 
for diagnosis rates across the 
country ..robust and affordable local 
plans”

「定量的な認知症診断率目標（６７%）
に基づく地域施策が必要！」



認知症診断率＝
認知症診断患者÷地域別推計認知症患者



Results 

• September 2014 • March 2015

15/05/2015
Ruth Evans – Improving Dementia 

Diagnosis in London
22

ロンドンの地域における
認知症診断率の推移



認知症診断率の推移（ロンドン）２

０１５年

15/05/2015
Ruth Evans – Improving Dementia 

Diagnosis in London
23

認知症診断率向上
プログラム開始

６７%へ！



認知症診断に55ポンド！
～開業医の診断率向上のためのインセンテイブ
～

Anger over 'cash for diagnoses' dementia plan



早期診断・早期支援プログラム

•市民や専門家が認知症に適切なタイミングで気
付くことができるようにする
• 市民啓発活動の強化

• プライマリケア医の認知症診断力の向上、対応力の
改善

•身近な地域で適切なタイミングで適切な診断を
受けられる
• メモリーサービスの普及とその質向上

• 日本の初期集中支援チームに相当する



メモリーサービス

•認知症の早期診断と支援の地域拠点、６５歳以
上人口約４万人に１箇所の割合で設置

•多職種チームによるアウトリーチ
• アセスメント、チームによる診断会議、当事者・家
族へのフィードバック、当事者・家族への早期支援
の開始、一定期間の継続的支援を経て、プライマリ
ケア医に引き継ぐ

• 認知症が重症化する前に地域での生活が継続できる
体制を構築するのが目的



NHSクロイドンメモリーサービス
（ロンドン、南クロイドン地区）

•多職種チーム（看護師、臨床心理士、作業療法
士、ソーシャルワーカーなど６名）

•精神科医は非常勤でチーム診断会議における助
言が役割

•アセスメント
• 初回アセスメントはスタッフ２名で訪問し、アセス
メントを行う

• チーム診断会議でアセスメントによって得られた情
報により、医師が参加する週に診断会議を行う。必
要に応じて画像診断を行う

• 診断の結果の当事者・家族への丁寧な説明



臨床心理士

看護師 作業療法士



早期支援

•診断後の心理ケア

•必要かつ良質な情報の提供

•家族支援（たとえば認知症カフェへの参加）

•認知症治療薬の選択

•本人の残された判断能力を尊重したケアプラン
の作成

•生活環境の改善

•通常、メモリーセンターが係るのはおよそ３ヶ
月、その後はプライマリケア医に引き継ぐ



日本の認知症施策
オレンジプラン、新オレンジプラン



2012年
オレンジ
プラン

2015年
新オレン
ジプラン



2015年

2025年

2015年











パート３
2018年診療報酬改定と

認知症

入院医療等調査評価分科会より



中医協診療報酬調査専門組織
入院医療等の調査・評価分科会

入院医療に関して専門的立場、技術的な視点から
課題を整理し中医協基本問題小委に報告する



2018年診療報酬改定
入院医療と認知症、
４つのポイント

ポイント① 重症度、医療・看護必要度と認知症

ポイント② 総合入院体制加算と認知症

ポイント③ 地域連携型認知症疾患医療センター

ポイント④ 認知症治療病棟



ポイント①
重症度、医療・看護必要度

の見直し

認知症・せん妄を評価

40
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2016年改定



認知症、せん妄を評価した。
認知症の患者が多い病棟は
7対１を取りやすくなった。



ポイント②
総合入院体制加算と

認知症



S総合入院体制
加算１は急性期
病院の最後の砦

精神
病棟



小規模の精神
病棟で身体合
併のある認知
症患者の受け
入れ行う



認知症の身体合併症を
受け入れられる体制が
総合入院体制加算１には

求められる



横須賀共済病院（740床）
精神科病棟10床を増床して総合入
院体制加算１を取得（2017年）

2019年6月12日ゼミで見学



ポイント③
地域連携型

認知症疾患医療センター



（地域連携型）

2018年診療報酬改定で、地域連携型（診療所型）も報酬評価の対象となった



ポイント④
認知症治療病棟

精神病床



認知症治療病棟

• 認知症治療病棟入院料は、精神症状及び行動異常
が特に著しい重度の認知症患者を対象とした急性
期に重点をおいた集中的な認知症治療病棟入院医
療を行うため、その体制等が整備されているもの
として、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適
合しているものとして届け出た保険医療機関の精
神病棟に入院している患者について算定する。

• なお、精神症状及び行動異常が特に著しい重度の
認知症患者とは、ＡＤＬにかかわらず認知症に
伴って幻覚、妄想、夜間せん妄、徘徊、弄便、異
食等の症状が著しく、その看護が著しく困難な患
者をいう。



3.3万床

34万床4







2018年診療報酬改定と
外来医療と認知症



2018年診療報酬改定と
外来医療と認知症、
２つのポイント

ポイント① 外来機能分化とかかりつけ医機能と

認知症

ポイント② 認知症サポート医の評価



ポイント①
外来機能分化と
かかりつけ医機能と

認知症





かかりつけ医機能の評価
「地域包括診療料」

• 2014年度の診療報酬改定で創設された「かかりつ
け医機能を評価する外来の包括報酬」

• 高血圧症、糖尿病、脂質異常症、認知症のうち2つ
以上の疾患を有する患者に対し・・・

• 「患者が受診するすべての医療機関を把握する」
• 「患者が服用するすべての薬剤を把握する」
• 「在宅医療を提供する」などの要件（施設基準）

• 200床未満の病院・診療所
• 生活習慣病患者や認知症患者に総合的な医学管理を行
うことを評価する包括診療報酬

• 届け出は2027年11月時点で227医療機関







かかりつけ医の初診料に「機能強
化加算（80点）」が上乗せ！

•「機能強化加算（80点）」
•「機能強化加算」は、専門医療機関へ
の受診の要否の判断を含めた初診時に
おける医療機能を評価する点数で、
「かかりつけ医機能」の初診料に80点
の加算がされる。

•これまでの初診料は
282点が362点に、3割アップする！



ポイント②
認知症サポート医の評価









8000人



認知症サポート医の診療科



認知症サポート医養成研修
2日間10時間

鶴岡地区

認知症サポート医養成研修
内容
１日目「認知症サポート医の役割①」（講義）
「認知症サポート医の役割②」（講義）
「診断・治療の知識」（講義・演習）
「ケアマネジメント・連携の知識１」（講義・
演習）
２日目「認知症サポート医の役割」（ＤＶＤ視
聴）
「ケアマネジメント・連携の知識２」（講義）
「グループワーク」（演習）



パート４
認知症施策新大綱と

認知症予防



認知症施策推進関係閣僚会議
（2018年12月25日）

根本厚労大臣
認知症に関わる課題について、関係府省庁による横断的な対策を協議するのが目的。
認知症の「予防」に国が一丸となって取り組みなどについて、2019年5月に大綱を取り
まとめる。













認知症施策大綱

•予防と共生

• 2025年へ向けて
• 啓発・教育

• 予防

• ケア・医療

• 若年性認知症、就労・社会参加支援

• 認知症共生型の生活環境づくり

• 研究開発、産業促進、国際協力

• 認知症の日知やその家族の視点の重視、意思決定支
援・権利擁護、介護者への支援





認知症予防







認知症の発症機構

•教育歴、肥満、高血圧、難聴、喫煙、うつ、運
動不足、社会的孤立、糖尿病など

•生活習慣病の重症化予防

•運動不足の解消

•地域における「孤立」の防止



認知症









頭の糖尿病







大分県杵築（きつき）市





認知症予防の目標値





認知症予防の目標案

• 70歳代での認知症発症を10年間で1歳遅らせる

• 10年間で相対的に有病率が約1割低下し、6年
間で相対的に6％低下する

• 70～74歳の有病率を2018年の3.6％から、2024
年には3.4％低下させ、75～79歳の有病率を同
じく10.4％から9.8％に低下させる。



認知症予防目標値設定
大批判



認知症予防の数値目標化、取り下げ
批判受け転換

• 朝日新聞 2019年6月4日
• 政府は先月１６日、７０代で認知症になる時期を
１９～２９年の１０年間で現在より１歳遅らせ、
その結果として、１９～２５年の６年間で７０代
の認知症の人の割合を６％減らすことを目指すと
公表。今月決定する認知症施策の大綱にも盛り込
む方針だった。

• だが、認知症の当事者団体が「予防が強調され
ると、『認知症になるのは本人の努力が足りない
からだ』と捉えられかねない」などと反発。与党
内からも批判が相次いだ。このため、大綱では
「共生」と「予防」を２本柱とする方針は維持し、
「１歳遅らせる」「６％減」とは書き込むものの、
取り組みの参考数値とすることにした。



認知症数値目標取りやめ 政府が方針、
「予防可能と誤解」批判受け参考値
に格下げ

•日本経済新聞 2019年6月4日

•政府は認知症対策の新しい大綱に盛り込むこと
を提案していた予防に関する数値目標を取りや
める方針を固めた。5月に公表した大綱の素案
では「70代の認知症の人の割合を10年間で1割
減らす」など、初めて予防の数値目標を提示し
たが、参考値に格下げする。予防法は確立され
ておらず、当事者や家族が「予防できるという
誤解を生む」などと反発していた。

•政府は与党との調整のうえ、月内に開催予定の
関係閣僚会議で数値目標を参考値に格下げした
形で提案し、新しい大綱を決定する。



官邸主導、拙速が裏目 猛反発は
「予想外」 認知症新大綱

•共同通信 2019年6月4日

• 政府が認知症対策の新たな大綱の目玉とした
「予防」に関する数値目標は、認知症の人や家
族団体から十分に意見を聞かず「予想外」（政
府関係者）の猛反発を招いた。官邸が主導し、
取りまとめを急いだのが裏目に出た形だ。参院
選を意識したと見る向きもある。



認知症予防目標値は
参考値へ



普及啓発・本人発信支援

•企業・職域型の認知症サポーターを2020年度
までに1200万人養成する

•医療・介護従事者に対する「認知症に関する各
種養成研修への意思決定支援に関する研修プロ
グラム」導入率を100％とする

•自治体における「事前の本人の意思表明確認」
の実施率を50％とする

•厚労省ホームページに「全市町村の認知症に関
する相談窓口」へのリンクを掲載する

•市町村におけるケアパス作成率を100％とする



医療・ケア・介護サービス・
介護者への支援
• 認知症地域支援推進員を全市町村に配置（地域包括支援セ
ンター単位で1人以上）

• 認知症初期集中支援チームの先進的な活動事例集を作成す
る

• 認知症初期集中支援チームにおける訪問実人数を年間4万件、
医療介護サービスにつながった人の割合を65％とする

• 認知症疾患医療センターを全国で500か所（2次医療圏に1
か所以上）整備する

• 認知症対応力向上のための研修修了者を、かかりつけ医９
万人・認知症サポート医1万6000人・歯科医師４万人・薬剤
師６万人・病院看護師等4万人とする

• 認知症対応のリハビリテーションプログラムを開発する

• BPSD（粗暴行動などの周辺症状）予防に関するガイドライ
ンや指針を作成し、周知する

• 認知症カフェを全市町村に普及する

• 家族・介護者を対象としたオンライン教育プログラムを開
発する



研究開発・産業促進・国際展開

•認知症のバイオマーカーを開発・確立する

•認知機能低下抑制のための技術・サービス・機
器等の評価指標を確立する

•日本発の認知症の進行を抑制する「疾患修飾
薬」候補の治験を開始する

•認知症の予防・治療法開発に資するデータベー
スを構築し、実用化する



今日のまとめ

・2025年認知症700万人時代
2040年には950万人時代がやってくる

・2018年診療報酬改定で認知症項目が導入

・認知症施策大綱が公表される

・2020年診療報酬改定は大綱に沿った
認知症改定が盛り込まれるだろう

・



医療と介護のクロスロード
to 2025

•本年2月緊急出版！
• 2018年同時改定の「十字
路」から2025年へと続く
「道」を示す！

•医学通信社から

2018年2月出版

本体価格 1,500円＋税



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェース
ブックで
「お友達募
集」をして
います

PTXX-170623-001

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

